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にし、会話内容に関しては「論拠数J r恐怖喚起J r両面呈示J r因果関係」の 4 因子を抽出し、会
話マネージメントに関しては「身振り J 和やかJ r真剣 r同意確認あいづ、ち静止言い
切り」の 7 因子を抽出している。その中、実際に合意に影響する因子は「論拠数J r因果関係J r言
い切り」の 3 因子であることを見出している。
第 3 部「総合考察」では、本論の結果を踏まえ、コミュニケーションの構造的側面と動的側面
について整理を行っている。そこでは、 3 つの構造的側面「対人システム J r非言語システム J r言































拠数J 恐怖喚起J r両面呈示J r因果関係」の 4 因子を抽出し、会話マネージメントに関しては「身
振り和やかJ r真剣J r同意確認J r あいづ、ち J r静止J r言い切り」の 7 因子を抽出している。





「対人システム J r非言語システム言語システム」と、 2 つの動的側面「遠心J r求心」に分類
し、この組み合わせによってコミュニケーションのパターンが決定するとして、合意度が一番促
進されるのは、非言語システムの求心性が高く、言語システムの遠心性が高い場合であるとする。
本論文は有審査の学術雑誌に投稿、採用された複数の論文を中心に、その後の研究も加えて発
展させたものであるが、博士論文として統一的に構成するにあたり、その結論のひとつである、
モデル提示の仕方や、小さなものではあるが実験設定の詳細に議論を感じさせないものが無いわ
けではない。また本研究とコミュニケーションの「内容」との関連について、さらに深めた検討
を期待したいところでもある。しかし、実験を主とした実証的研究群や終始見られる基礎研究と
臨床的な実際をつなごうとする姿勢など、現在のこの分野の研究水準にかなうのは勿論、牽引的
なものを感じさせる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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